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第７２回労働政策審議会障害者雇用分科会に係る意見書  

 

 平素は視覚障害者に対する福祉の増進に対し、弛まざるご努力を頂き心よ

り敬意を表します。この度、表記の分科会にて審議される議題について、下

記の意見を提出します。  

 

記  

 

 視覚障害者の雇用状況については、身体障害者の部位別の雇用状況が未公

表であることから、明らかにはなっていないものの、視覚障害者ならば誰も

がその厳しさを実感している。これまでのハローワークにおける障害者の就

職状況から、視覚障害者の就職状況を見ても分かる。ハローワークにおける

平成２７年度の障害者の就職件数は９０ ,１９１件で、６年連続で過去最高を

更新という中、視覚障害者にあっては２ ,２８３件で、前年度よりやや減少す

るという結果になっている。ちなみに、職業別内訳を見ると、専門的・技術

的職業が１ ,２０６件（５２．８％）、運搬・清掃等の職業が３７６件（１６．

５％）、事務的職業が３０７件 (１３．４％）、サービスの職業が１９０件（８．

３％）などと続く。専門的技術的職業が過半数を占め、その中身が三療（あ

んまマッサージ指圧・はり・きゅう）に基づく職業であり、三療に依存して

いる実態を浮き彫りにしている。しかし、事務的職業がほぼこれに続くこと

は、注目すべきであり、重要である。つまり、視覚障害者、とりわけ重度の

視覚障害者の職業といえば、今や三療を除けば事務的職業といっても過言で

はない。今日のＩＣＴ技術の発展や、合理的配慮の具体化として、一定のリ

ハビリテーションが保障されるなら、その実現可能性は高いと考える。  

 

 一方、視覚障害者の多くは働き盛りの４０代、５０代の人生半ばにして視

覚障害となった中途視覚障害者であり、職業生活を維持・継続できるかどう

かは、重大な問題である。いったん退職すると、再就職は容易ではなく、そ

れ故に、退職することなく働きつづけられるようにすることが肝要である。



その場合、本人の職業に対する不安や自信喪失、障害の受容面での問題から

職業リハビリテーション実施のタイミングを逸する場合もある。そのため、

早期に関係機関との適切な連携を図り、仕事への意欲を喚起し、職業の継続

を図る必要がある。言うまでもなく、そのためには、医療機関（特にロービ

ジョンケアを実施している医療施設）、職場の産業医、訓練施設などとの連

携の下に、在職中に支援を開始することが重要となる。  

 

 このような中、近年の障害者雇用政策の動向を見ると、精神・発達・難病

など、新たな重要課題に対処しなければならず、ともすれば、身体障害者が

置き去りにされかねないことが危惧される。とりわけ、数の少ない視覚障害

者にあってはその数の少なさに鑑み、特別対策をもってしなければ、この厳

しい現状を乗り越えることはできないと考える。  

 ところが、視覚障害者のための訓練施設や、相談・支援のできる専門家が

少なく、支援体制が極めて不十分である。そこで、現状の各種支援制度を視

覚障害者の特性を踏まえて見直し、視覚障害者にも使える制度となるように

抜本的な改善を図る必要がある。  

 

 以上のことから、次のことを検討するよう要望する。  

 

１ 障害者職場復帰支援助成金について、視覚障害者が使える具体例を、分

かり易く示して欲しい。２０１５年４月１０日の予算成立時点から、納付

金制度に基づく助成金から雇用保険二事業へ財源が移行されたことに伴

い、「重度中途障害者職場適応助成金」が「障害者職場復帰支援助成金」

に制度変更が行われた。そのことにより、対象障害者の範囲、支給要件、

助成額・率がどのように変更されたのか。視覚障害者の場合、どのような

場合に活用できるのか。それらについて、視覚障害者にも分かるような形

で情報提供されたい。ちなみに、図表やＰＤＦデータでは確認が困難であ

ることに留意されたい。  

 

２ 障害者職場復帰支援助成金について、納付金制度に基づく助成金から雇

用保険二事業へ財源が移行されたことに伴い、一定の本人給付という新た

な枠組みを検討して欲しい。つまり、障害によるディスアビリティーを克

服する訓練として、復職までの期間内に、復職する手立てとして、移動の

能力確保、コミュケーションとしての点字、パソコンスキルの獲得等は元

の職場への復帰へ不可欠である。これらは、職場への支援と本人支援とが

一体的に必要であることとともに、失業防止の観点からも合理性がある。

この考えは、難病・がん等、病気治療をしながら復職する場合にも共通す

ると考える。  

 



３ 地域障害者職業センターが行ってきたリワーク事業は、精神障害者にと

って大きな成果を上げてきた。このノウハウを基盤として、視覚障害者を

はじめ、難病やがん患者の職場復帰支援の新たな枠組みを検討して欲しい。 

 

４ 視覚障害者を対象とした職業訓練施設が極めて限定的で少ない。国立職

業リハビリテーションの訓練指導員を全国に派遣できるような、新たな枠

組みを検討されたい。  

 

５ 視覚障害を支援できるジョブコーチが極めて限定的で少ない。各地域障

害者職業センターに視覚障害に精通したジョブコーチとして、国立リハビ

リテーションセンター学院の修了生などを登用することを検討されたい。 

 

６ 今後の新たな施策を策定するためにも、障害の種類毎のデータが不可欠

である。６１調査における身体障害者の部位別雇用実態や、障害者就業・

生活支援センターの利用者の、障害の種類・部位別のデータも必要である。 

 

７ 「ニッポン一億総活躍プラン」【平成２８年６月２日閣議決定】に基づ

く具体的な施策として、視覚障害者の希望や治療状況、疾病の特性等を踏

まえた就労支援を実施するため、労働局がロービジョンケア医療施設、産

業保健総合支援センター（産業医）等と連携し、視覚障害者のモデル事業

を全国複数個所で実施することを要望する。  

 

８ 合理的配慮事例集について、公務員版についても作成して欲しい。  

 

以上  


